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包括外部監査の結果報告書               

 

 

第１ 外部監査の概要            

 

１  外部監査の種類 

地方自治法第 252 条の 37 第 1 項及び仙台市外部監査契約に基づく監査に関する条例第 2

条の規定に基づく包括外部監査 

 

２  選定した特定の事件（監査テーマ） 

（１）外部監査の対象 

市営住宅の建設及び管理に係る事務及び関連出資団体の出納その他の事務 

主な監査対象部局は次のとおりである。 

①都市整備局建築部住宅課 

②財団法人仙台市建設公社 

 

（２）監査対象期間 

原則として平成 12 年度（平成 12 年 4 月 1日から平成 13 年 3 月 31 日まで）。但し、必要

に応じて監査時点及び過年度についても監査対象とした。 

 

３  特定の事件（監査テーマ）を選定した理由 

市営住宅は、公営住宅法に基づき住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸し、

又は転貸することにより、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的として整

備されており、住宅建設計画法に基づく政府の住宅建設五箇年計画に併せて計画的に建設が

進められている。仙台市では平成 13 年 4 月 1 日現在で 9,455 戸の市営住宅が供給され、平

成 12 年度予算で市営住宅使用料収入は 20 億 7,103 万円、市営住宅管理費は 13 億 7,991 万

円となっている。 

仙台市の住宅供給面では昭和 48 年に「一世帯一住宅」が達成され、それ以降、住宅総数

が世帯総数を上回り、平成 10 年には空き家が住宅総数の 13.8％を占めるに至っている。 

一方、このような状況の中で平成 12 年度市営住宅の平均申込倍率は 12 倍を超えており入

居希望者に対して充分な供給がなされていないとも考えられる。よって、市民生活水準の変

化と民間による住宅供給に鑑み、所期の目的を達成するために市営住宅が計画的に建設・建

替えられているか、入居者決定事務及び明渡請求は適切な手続に従って行われているか、ま



 

 ２

た、住宅使用料の徴収事務、滞納管理、維持管理等が適切になされているかについて監査を

実施することとした。 

また、財団法人仙台市建設公社は、市営住宅の管理に関する業務を一手に受託する法人で

あり、市営住宅の管理業務の事務は同公社が実施しているので、市営住宅事務を監査する上

でその業務と財務の検討は欠かせないため監査の対象とした。 

 

４  外部監査の方法 

（１）監査の要点 

①建設・建替事務 

・建設・建替計画の進捗管理は適切か。 

・建設・建替に係る契約事務は適正に行われているか。 

②入居者決定事務 

・入居者の募集は適正に行われているか。 

・入居者の資格審査は適正に行われているか。 

③住宅使用料等の徴収事務 

・徴収に関する管理体制は適切か。 

・住宅使用料の決定は適正に行われているか。 

・収入超過者や高額所得者に対する住宅使用料の決定は適正に行われているか。 

・住宅使用料の徴収事務に関するコンピュータシステムの整備運用状況は適切か。 

・管理帳票類の整理保管状況は適切か。 

・滞納者の把握と督促は適時かつ適切に行われているか。 

・減免処理、不納欠損処分、延滞金の徴収などは法令等に従い適正に行われているか。 

・敷金の受け払い手続及び残高の管理は適正に行われているか。 

④明渡請求 

・高額所得者及び悪質滞納者に対する明渡請求は適正に行われているか。 

⑤維持管理事務 

・委託料の算定、契約及び支払は適切に行われているか。 

・修繕は計画的に、あるいは必要な場合には迅速に行われているか。 

・管理人・連絡員の配置は適切に行われているか。 

・住宅の点検検査は適切に行われているか。 

・無駄な空家の発生を最小化し、適時に入居者の募集対象とされているか。 
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⑥公有財産の取得・管理・処分に関する事務 

・公有財産の取得・管理・処分に関する事務は適正に行われているか。 

⑦出資団体の事務 

・関連出資団体の出納その他の事務は適正に行われているか。 

 

（２）監査手続の内容 

実施した主な監査手続は次のとおりである。 

なお、監査手続の適用にあたっては効率的な監査を実施するという観点から、重要と判

断したものに限定し、原則として試査(注)により行った。 

(注)  試査とは、特定の監査手続の実施に際して、監査対象となる母集団からその一部の項目を抽出

し、それに対して監査手続を実施することをいう。 

 

１）都市整備局建築部住宅課 

①建設・建替事務 

イ．住宅建設五箇年計画の立案手続及び第七期五箇年計画の概要及び進捗状況につい

てヒアリングを実施した。 

ロ．第七期五箇年計画の工事契約にかかわる入札の実施結果及び契約事務に関し、関

係書類の閲覧、担当者への質問を実施し、契約相手の選定手続を含む契約事務手

続が適正に行われているか否かを検討した。 

②住宅使用料等の徴収事務 

イ．住宅使用料の徴収事務に関するコンピュータシステムの整備運用状況についてヒ

アリングを実施した。 

ロ．住宅使用料及び近傍同種の住宅の家賃の決定方法についてサンプルを抽出し、算

定根拠資料との突合、計算調べを実施し、住宅使用料算定額の正確性及び住宅使

用料決定事務手続を検討した。 

ハ．不納欠損処分について担当者への質問、関係資料の閲覧を行い、不納欠損処分手

続を検討した。 

ニ．延滞金の徴収状況についてヒアリングを実施した。 

ホ．敷金の残高について市営住宅管理システムの残高と仙台市の財務会計システムの

残高との照合を実施した。 
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③明渡請求 

長期滞納状況を把握し、高額所得者及び悪質滞納者に対する明渡請求について担当

者への質問及び関係資料の閲覧によりその実施状況を検討した。 

④維持管理事務 

イ．管理業務を委託している財団法人仙台市建設公社との間の委託料の精算に当たり

同公社の業務の執行状況の管理方法についてヒアリングを実施した。 

ロ．空家の発生状況について担当者への質問、関係資料の閲覧を行い、空家を最小化

する対応が行われているかどうか検討した。 

⑤公有財産の取得・管理・処分の検討 

土地・建物台帳の閲覧、期中増減取引の証憑突合等を実施し、公有財産の取得・管

理・処分事務手続を検討した。 

 

２）財団法人仙台市建設公社 

①法人の概要調査 

寄附行為・諸規程・議事録・決裁書等の閲覧、予算書・決算書の分析的手続、予算

管理状況の調査等を実施し、法人の概要を把握した。 

②決算書の検討 

決算書の勘定残高について証憑突合、質問、勘定分析等を実施し、決算書の記載内

容を検討した。 

③入居者決定事務 

入居者の募集手続について担当者にヒアリングを行い、入居者の資格審査について

サンプルを抽出し、入居予定者が提出した資料と突合し入居者資格審査手続を検討し

た。 

④住宅使用料等の徴収事務 

イ．収入未済額の把握方法の検討、滞納者の実態調査方法の検討、滞納者及び連帯保

証人に対する督促手続の検討を実施した。 

ロ．減免手続について、担当者への質問及び関連資料の閲覧を行い減免審査手続につ

いて検討した。 

ハ．入居者の収入調査の方法及び平成 12 年度の実施結果について担当者にヒアリン

グを実施した。 

ニ．敷金の受入処理及び退去者への返還・修繕費への充当処理について担当者への質

問、関連資料の閲覧を行い事務処理手続について検討した。 
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⑤市営住宅の維持管理状況の検討 

担当者への質問、関係書類の閲覧を実施し、市営住宅が適切に維持管理されるよう

定期的な検査・修繕が行われているか否かを検討した。 

⑥契約事務 

平成 12 年度の定期検査及び計画修繕の業務委託契約からサンプルを抽出し、関係

書類の閲覧、担当者への質問を実施し、契約相手の選定手続を含む契約事務手続を検

討した。 

 

５  外部監査の実施期間 

平成 13 年 9 月 25 日から平成 14 年 3 月 7日まで 

 

６  外部監査人補助者の資格と人数 

公認会計士                      ５名 

 

７  利害関係 

包括外部監査の対象とした事件につき、地方自治法第 252 条の 29 の規定により記載すべ

き利害関係はない。 
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第２  外部監査の結果            

Ⅰ 都市整備局建築部住宅課 

１ 高額所得者に対する明渡請求 

高額所得者に対し、市長は、期限を定めて、当該市営住宅の明渡しを請求することができ

る。この場合の期限は、明渡請求をする日の翌日から起算して６ヶ月を経過した日以後の日

となる。また、高額所得者は、認定日の翌月から毎月、近傍同種の住宅の家賃を支払わなく

てはならず、さらに、明渡請求期限後も当該市営住宅を明け渡さない場合には、明渡しの日

まで、毎月、近傍同種の住宅の家賃の二倍の額に相当する金銭を損害賠償金として請求され

る。 

なお、高額所得者の住宅明渡し義務については、「市営住宅入居説明会のしおり」や入居

者に配布する「暮らしのガイド」にも記載されており、入居者に対する説明が行われている。 

仙台市における過去 5年間の高額所得者に対する明渡請求等の状況は次のとおりである。 

 

（表 1） 

 明渡請求件数 明渡し指導件数 高額所得者認定件数 

平成 8 年度 注 ９７ ０ ９７ 

平成 9 年度 ０ ０ １０３ 

平成 10 年度 ０ ０ ３６ 

平成 11 年度 ０ ２５ ３２ 

平成 12 年度 ０ ０ ２７ 

注 明渡請求に関する文書を発送したほかには対応はしていない。 

 

仙台市の高額所得者に対する明渡請求は、仙台市営住宅条例に明渡請求することができる

と規定されているにもかかわらず、措置されていないのも同然である。 

仙台市としては、高額所得者の実態調査や公営住宅法及び高額所得者制度の趣旨・目的を

説明するために、来庁を要請し、その時に市営住宅明渡計画書の提出を要求し、自主的な明

渡しを促すための指導に努めているとのことである。 

しかし、市営住宅制度は、仙台市の財政負担で低所得者を対象に低廉な家賃で賃貸するこ

とが目的であり、認定した高額所得者に対しては実情に応じて明渡請求を行うべきである。

最近の入居申込倍率の急増を考慮すれば、入居を切望する低所得者の入居機会をひとつでも

多く確保することが先決である。また、明渡請求を実施しないため、明渡請求期限到来後の

近傍同種の住宅の家賃の二倍に相当する損害賠償金請求を放棄する結果ともなる。 
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２ 長期悪質滞納者への対応の見直し 

公営住宅法第 32 条、仙台市営住宅条例第 42 条による市営住宅の明渡し条項には、家賃ま

たは割増賃料を３ヶ月以上滞納した者に対して明渡しを請求できるとされている。しかし、

仙台市営住宅管理要綱第 2 条 4 号に「悪質滞納者」を別に定義し、条件付きながら、「家賃

若しくは割増賃料の滞納額が 20 万円以上又は家賃若しくは割増賃料の滞納月数が６月以上

である者」とし法令・条例より明渡条件を緩和している。同要綱第 21 条には悪質滞納者等

に対する明渡請求を定めている。さらに、悪質滞納者のうち、条件を追加して、市営住宅家

賃の納入指導等事務処理要領第７条に「長期悪質滞納者」の認定基準を定めている。同要領

第 6 条で長期悪質滞納者について初めて仙台市建設公社から仙台市に報告することとし、同

要領第 8 条にて長期悪質滞納者に認定された者のうち、またさらに必要と認めた者を法的措

置の対象とすることとしている。 

表２は平成 13 年 10 月 22 日現在の滞納月数３ヶ月以上と６ヶ月以上の件数と金額を要約

したものであるが、上記仙台市の定めによれば法令・条例より３割以上明渡請求対象の件数

が減少することとなり､公営住宅法及び仙台市営住宅条例に定めた条件を要綱及び要領によ

り大幅に緩和している結果がうかがわれる。 

 

（表２）      平成 13 年 10 月 22 日現在 

（単位：千円） 

入居者 

滞納月数 世帯数 金額 

３ヶ月以上 946 217,201 

６ヶ月以上 580 189,159 

 

６ヶ月以上の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：月数毎滞納金額（仙台市建設公社作成）から一部手直しをして作成) 

 

 

滞納月数 世帯数 金額 

６～１１ヶ月分 291 46,971

１２～２３ヶ月分 184 67,969

２４～３５ヶ月分 65 37,740

３６～４７ヶ月分 25 21,625

４８ヶ月分以上 15 14,854

計 580 189,159

平均滞納月数 15.6 ヶ月 
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また、最近３年間の仙台市建設公社から仙台市住宅課への法的措置の依頼件数は、表３の

とおりとなっている。 

（表３） 

年度 平成 10 年度 平成 11 年度 平成 12 年度 

法的措置依頼件数 ３４件 ４４件 ３５件 

依 頼 対 象 者 
平 均 滞 納 月 数 

２０．８ヶ月 ２２．５ヶ月 ２４．１ヶ月 

前述の長期滞納状況から比べると非常に依頼件数が少なく、かつ、法的措置依頼対象者の

平均滞納月数は、20 ヶ月を越えるという異常な状態となっている。 

法令による明渡請求条項に該当するとはいってもただちに全員明渡しさせているかについ

ては、仙台市と同様に各自治体によっても内規等で条件緩和しているようである。 

条件緩和や「必要」とどう認めるのかについては裁量が入り込みやすいが、少なくとも法

令による条件よりはかなり緩和しているのであるから、上記要領及び要綱に従い厳しく対応

をはかるべきである。明渡請求訴訟の仙台市勝訴後においても強制執行未了のものが次のと

おりあることから、過度に柔軟な対応をしていると考えざるをえない。特に悪質滞納者に対

しては早急に対応を求めるものである。 

（表４） 

                 平成 13 年 11 月 26 日現在 

番号 判決等年月日 原因 

１ 平成 12 年 4 月 24 日（判決） 滞納 

２ 平成 12 年 5 月 25 日（判決） 滞納 

３ 

平成 10 年 9 月 17 日

平成 12 年 1 月 28 日

平成 12 年 8 月  9 日

（和解） 

（強制執行申立て） 

（同上取下げ） 

滞納 

４ 
平成  5 年 2 月 22 日

平成 12 年 1 月 28 日

（即決和解） 

（強制執行申立て） 
滞納 

５ 
平成 11 年 8 月 27 日

平成 12 年 1 月 28 日

（判決） 

（強制執行申立て） 
滞納 

６ 
平成 11 年 5 月 14 日

平成 11 年 8 月 30 日

（判決） 

（強制執行申立て） 
滞納 

７ 
平成  8 年 2 月 23 日

平成 12 年 1 月 28 日

（即決和解） 

（強制執行申立て） 
滞納 

８ 平成 11 年 9 月 10 日（判決） 滞納 

９ 平成  8 年 3 月 28 日（判決） 滞納 

１０ 平成 12 年 3 月  2 日（判決） 滞納 

１１ 平成 12 年 3 月  7 日（判決） 滞納 

１２ 平成 12 年 3 月 10 日（判決） 滞納 

１３ 平成  9 年 7 月  4 日（判決） 滞納 

上記のうち､番号 3、5 については全納または全納予定のため除外するが、番号 1、6、10、

12、13 は判決後も納付実績がないため強制執行の申立て（番号 6 は強制執行）を行う予定

となっており、番号 2、4、7、8、9、11 については仙台市が明渡勝訴判決を受けたにもかか

わらず、なおも滞納分について分納による回収を認めたが、納付実績は不定期である。 
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３ 延滞金の調定 

仙台市の「仙台市分担金その他の歳入の延滞金に関する条例」によれば、納入義務者は滞

納金額に対し年 14.6％（最初の１ヶ月は 4.5％(平成 12 年)）の延滞金を納付しなければな

らないと規定されている。 

しかしながら、市営住宅の滞納住宅使用料に対する延滞金について、一部金融機関で収納

されたもの以外は調定が行われていない。滞納者に対し調定しても回収が困難との判断から

最初から調定を行っていないとのことである。上記条例には生活に困窮して滞納した場合に

は、延滞金を免除する旨も規定されており、滞納住宅使用料に延滞金を調定しない合理的な

理由はないと思われる。 

支払能力がありながら滞納している入居者に対して延滞金を調定しないのは、納付期限ど

おり納付している善良な入居者との間で公平を欠くことになるので、延滞金の調定を行うべ

きである。 

なお、収入未済額の状況から試算すると年間約 4,000 万円前後の延滞金が発生することと

なる。 

(表５) 

 （単位：千円） 

現年度 過年度 

収入未済額 調定額 不納欠損額 収入未済額
平成 

12 年度 
94,780 276,186 10,145 201,811

 （出典：仙台市都市整備局建築部住宅課作成資料） 

{(平成 12 年度の過年度調定額－不納欠損額＋過年度収入未済額)÷2}×14.6% ≒ 34,153 千円 

平成 12 年度現年度収入未済額×14.6%÷2                 ≒  6,919 

                 計                     41,072 

注 千円未満の延滞金は全額切り捨てられるが（仙台市分担金その他の歳入の延滞金に関す

る条例第 2条）、簡便計算のため考慮していない。 

 

４ 不納欠損処分における連帯保証人への請求 

仙台市では滞納住宅使用料の不納欠損処分は、以下の基準で行われている。 

１．訴訟関係（10 年時効－民法 174 条の 2第 1項を適用） 

・明渡し訴訟提起し確定判決により債権が確定した後、債務者の所在が不明となって催告

が出来なくなっているものの内、確定判決後 10 年経過しているもの。 

・無断退去後、債務者の所在が不明となっていて訴訟により債務名義を得て占有回復した

ものの内、判決確定後 10 年経過したもの。 

・滞納住宅使用料を分納することで即決和解したが、その後和解条件が履行されず、無断

退去により所在不明となっているものの内、即決和解成立後 10 年経過しているもの。 
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２．訴訟関係（5年時効－民法 174 条の 2第 2項→民法第 169 条を適用） 

・確定判決又は即決和解後に発生した債権額の内、発生後５年以上経過しているもので債

務者の所在が不明となっているもの、又は、入居している者の中で、低額収入、生活保

護受給等の理由により弁済能力が無いと認められるもの。 

 

３．一般の時効を適用するもの（5年時効－民法第 169 条を適用） 

・訴訟適用者以外で債務者の所在が不明となっているもの及び低額収入、生活保護受給等

の理由により弁済能力が無いと認められるもの。 

 

（表６）          （表７） 

不納欠損額推移（単位：千円） 不納欠損額事由別金額（共益費込み）    (単位：件、千円) 

 

 

 

 

 

最近の不納欠損額、不納欠損の事由別件数及び処理金額は表 6､7 のとおりとなっている。

年度別推移を見ると平成９年度の処分額が多くなっている。これは、平成８年度まで法的措

置（明渡訴訟、即決和解等）を行った債権については、時効成立による不納欠損処分を行っ

ていなかったが、平成９年度より時効成立による不納欠損処分及び、処分基準が定められて

いなかった法的措置による権利確定日以降の債権について処分基準が定められたことにより、

過年度分をまとめて処分したためである。 

事由別処分額の推移を見ると不納欠損理由の最も多いものは債務者の転居先がわからなく

なり請求できなくなったものである。このような場合に備えて入居者に連帯保証人を立てる

ことを要求しているが、前述の仙台市の不納欠損処分基準では連帯保証人のことは全く考慮

されていない。また、過去において行方不明の退去滞納者の連帯保証人に対し支払請求訴訟

を行ったことがないとのことである。 

連帯保証人からの回収可能性を何ら検討せずに、安易に不納欠損処分を行うことは問題で

あり、連帯保証人からの回収も図るべきである。 

連帯保証人も訴訟の対象とすることによって滞納整理に一定の成果を上げている地方公共

団体もあり、仙台市でも連帯保証人を訴訟対象とすることを検討するべきである。 

平成 10 年度 平成 11 年度 平成 12 年度 不納欠損

事 由 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

死 亡 12 687 6 550 12 2,991

行方不明 52 10,189 49 10,725 15 4,037

低額収入 26 2,810 5 1,235 3 1,165

生活保護 10 644 6 1,034 11 1,107

市外転出 8 550 10 1,121  

自己破産 1 513  3 649

そ の 他  1 282

合計 109 15,393 76 14,665 45 10,229

年度 

区分 

不納欠損額 

（使用料のみ） 

平成 8 年度 7,459 

平成 9 年度 38,764 

平成 10 年度 14,474 

平成 11 年度 14,439 

平成 12 年度 10,145 
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５ 家賃決定 

家賃は平成８年の公営住宅法改正に基づき、平成 10 年度より入居者の収入に対応した家

賃決定方式となった。家賃は、本来入居者、収入超過者、高額所得者の区分に応じ、下記の

ように算定される。 

 

（仙台市営住宅条例第 13 条、公営住宅法施行令第２条） 

・本来入居者の家賃＝家賃算定基礎額×規模係数×立地係数×経過年数係数×利便性係数(＊1)  

 

(＊1)利便性係数＝1－（地域要因等に係る係数(＊2)＋設備要因に係る係数） 

 

（Ｘ－Ｙ） 
(＊2)地域要因等に係る係数＝0.17×

（Ｘ－Ｚ） 

 

Ｘ：住宅ごとに地域要因要素(Ａ)、階別格差要素(Ｂ)及び構造タイプ格差要素(Ｃ)をそ

れぞれ乗じた値の最高値。 

Ｙ：当該住宅に係るＡ、Ｂ及びＣの値をそれぞれ乗じた値。 

Ｚ：住宅ごとに係るＡ、Ｂ及びＣの値をそれぞれ乗じた値の最低値。 

Ａ：地域要因要素は、固定資産税路線価の最高値を示す市営住宅を 1.0 とし、これに対

する各市営住宅に係る固定資産税路線価の割合を算定したもの。 

Ｂ：階別格差要素は、住宅ごとに、階別及びエレベータの有無に応じて設定。 

Ｃ：構造タイプ格差要素は、住宅ごとに、建築構造に応じて設定。 

（「仙台市営住宅条例第 13 条第 2項に規定する数値の設定について」の抜粋） 

 

・収入超過者の家賃＝本来入居者の家賃額＋下記の加算金額（仙台市営住宅条例第 30 条） 

政令月収(円)  加算金額 

200,001～238,000  (近傍同種の住宅の家賃－本来入居者の家賃)×1/7 

238,001～268,000  (近傍同種の住宅の家賃－本来入居者の家賃)×1/4 

268,001～322,000  (近傍同種の住宅の家賃－本来入居者の家賃)×1/2 

322,001～  (近傍同種の住宅の家賃－本来入居者の家賃)×1/1 

(注) 裁量階層については、別途優遇措置がある。 

 

・高額所得者に課される家賃＝近傍同種の住宅の家賃（仙台市営住宅条例第 33 条） 

 

家賃決定における使用データのうち、利便性係数に用いられる路線価について、直近の路

線価を用いず、平成 13 年度の家賃決定まで平成 11 年度の路線価を用いて計算していたが、

当該例外的措置に係る決裁文書は作成されていなかった。例外的措置を適用する場合には、

所定の承認・決裁手続を踏むことが必要である。 

なお、直近の路線価を用いない理由は、平成 12 年度の路線価改定で、それまで路線価の

最高値であった住宅の路線価が大幅に下落し、規定どおりに家賃算定に適用すると、相対比
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率で決定される他の住宅の地域要因要素が上昇し、結果として多くの団地の家賃が上昇する

ことになるためである。住宅の絶対的な路線価は低下しているにもかかわらず、家賃が上昇

することは入居者に理解されないと判断し、平成 11 年度の路線価を継続して適用している

とのことである。 

地域要因要素は、路線価の最高値又は最低値１つの値に対する相対比率で決定されるため、

最高値だけが大幅に変動した場合でも多くの団地の家賃に大きな影響を与えるという不合理

な結果を招くと思われる。したがって、例えば、市営住宅の路線価の上位何か所かの平均値

を基準値とすることにより、突出した価格変動の影響を緩和することができると思われる。 

また、近傍同種の住宅の家賃計算について、サンプルを抽出して算定根拠資料との突合を

実施した結果、戸当たり床面積に誤った登録がなされていたものがあった。結果として家賃

の計算結果には影響がなかったが、戸当たり床面積は一度登録されれば、その後見直される

ことがない項目であり、登録時には二重、三重の入力チェックが必要である。 

 

 

６ 敷金の残高相違 

入居者から預かっている敷金の平成 13 年 11 月 30 日現在の財務会計システムにおける

残高は 508,453,868 円となっている。これに対して、市営住宅管理システム（通称「まか

せた君」）における残高は調整項目を考慮後において 507,542,030 円となっており、

911,838 円の差額が発生している。また、差額発生原因も判明していない。 

仙台市の財務会計システムで処理された敷金の入出金データは、都市整備局の市営住宅

管理システムに取り込まれている。したがって、本来ならばこれら両システムの敷金残高

は処理のタイミングのずれを調整することによって一致すべきものである。市営住宅管理

システムは平成 8 年の公営住宅法改正時にシステム開発したものであるが、市営住宅管理

システム導入時に財務会計システムのデータとの一致の検証作業が不十分であった可能性

もあり、また、その後の検証作業が十分でなかった可能性もあることから差額発生原因を

特定することは困難であると考えられる。したがって、両システムの敷金残高を一致させ

るための適切な事務処理方法を検討することが必要である。 

また今後は、毎月財務会計システムと市営住宅管理システムとの残高調整を実施し、差

額発生の防止を徹底する必要がある。 
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Ⅱ 財団法人仙台市建設公社 

１ 入居当選者に対する資格審査 

公開抽選により入居当選者が決定され、当選者について資格審査（第二次資格審査）が実

施される。当選者から申込書の内容について、住民票や収入に係る会社や公的機関の証明書

の提出を受け、資格審査の結果、基準に合致していない場合には失格となり、当選者は入居

できなくなり、入居順番は補欠者に回る。 

平成 13 年度第 1 回定期募集の第二次資格審査について、任意に 29 件の審査内容を検討し

た。その結果、引揚者世帯の当選者については、引揚証明書を入手・確認しなければならな

いところ、引揚証明書を入手・確認していないものが 1件発見された。 

引揚者世帯として入居申込みをした場合、入居当選確率が一般申込者の 2 倍となるよう優

遇措置されるため、公正な抽選の観点から、引揚証明書を入手・確認する必要がある。 

 

 

２ 連帯保証人の異動把握と督促の強化 

仙台市営住宅条例第 10 条第 2 項第 2 号において入居時に入居許可者と同程度以上の収入

を有する者で市長が定める資格を有するものを連帯保証人とする保証書の提出を要求してい

る。 

また、仙台市営住宅条例第 12 条の 2 において①市営住宅の入居者は、連帯保証人が死亡

し、若しくはその所在が不明となり、又は保証人たる資格を失ったときは、速やかに、これ

に代わる連帯保証人を立て、改めて保証書を市長に提出しなければならない②保証書に記載

した事項に変更があったときは、入居者は、速やかに、その旨を市長に届け出なければなら

ないと規定されている。また、「暮らしのガイド」にもその旨が記載されている。しかし、

ほとんどの場合、連帯保証人の異動届出が提出されていない。現状は３ヶ月以上住宅使用料

滞納者の連帯保証人に発送される催告書が宛先不明等で戻ってきた時にその事実が判明する

のが大部分である。 

平成 13 年２月に連帯保証人に発送した催告書 397 件中 75 件（19.6%）が転居先不明で返

送されていた。なお、平成 13 年２月に３ヶ月以上住宅使用料滞納者に発送した催告書は、

867 件であり、その内 470 件は連帯保証人に催告書の発送が行われていなかった。これは、

入居者本人から一部でも入金があったり、支払の意思表示をしたりしている場合には、連帯

保証人に対する発送を取り止めているからである。 

しかし、滞納者については、連帯保証人といつでも連絡が取れる状態を維持しておくこと

が債権管理上重要であり、連帯保証人の異動届出の提出状況を勘案すると、すべての３ヶ月

以上滞納者の連帯保証人に対して催告書を発送し、異動状況を早期に把握することが重要と

思われる。また、今後、滞納家賃支払請求訴訟の対象に連帯保証人も加えるならば、滞納額

が多額になってから通知するのでは信義誠実の原則に反することになる。滞納額が多額にな

る前に入居者の家賃滞納の状況を通知することにより連帯保証人に早期の問題解決の機会を

与えることが必要である。 
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３ 債権管理の状況及び不良債権の会計処理 

 平成 12 年度末の未収入金の内訳は、一般会計及び特別会計でそれぞれ次のようになっ

ている。 

（表 8） 

                      （単位：千円） 

一般会計 金額 特別会計 金額 

市 営 住 宅 退 去 

修 繕 料 未 収 入 金 38,722 

市 営 住 宅 駐 車 場 

使 用 料 未 収 入 金 9,682 

市 営 住 宅 水 道 

使 用 料 未 収 入 金 12,841 そ の 他 1,470 

合計 51,563 合計 11,152 

市営住宅退去修繕料未収入金は、退去後の原状回復にかかる修繕料である。修繕料未収

入金及び住宅駐車場使用料未収入金の発生年度別の内訳は以下のとおりである。 

（表 9） 

                             （単位：千円） 

市営住宅退去修繕料未収入金 市営住宅駐車場使用料未収入金

発生年度 

過年度 

繰越額 収入額 未納額 未納額 うち退去者 

平成 6 年度 3,072 － 3,072 9 － 

平成 7 年度 3,816 － 3,816 461 190 

平成 8 年度 4,800 － 4,800 521 246 

平成 9 年度 6,396 － 6,396 456 160 

平成 10 年度 6,673 10 6,663 1,193 241 

平成 11 年度 10,366 4,887 5,479 1,382 78 

平成 12 年度 － － 8,495 5,657 297 

合計 35,123 4,897 38,722 9,682 1,213 

 

退去修繕料の滞留債権の回収担当は１名であり、しかも専任ではないため、平成８年度

までに発生したものについては督促行為を実施しておらず、平成９年度以降発生分につい

ても当該年度に年２回納付書の発送を行う以外に充分な督促行為を行っていない。 

退去修繕料未収入金のうち 1,808 万 5 千円及び駐車場使用料未収入金の退去者分のうち

117 万 4 千円については、債務者の転居先が不明で連絡が取れなくなっており、現状回収

困難な状況である。したがって、貸倒損失の計上もしくは、貸倒引当金の設定が必要であ

る。 
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４ 固定資産の会計処理 

公社の会計規程第 35 条第 2 項において「有形固定資産は、耐用年数１年以上で、かつ、

取得価額が 10 万円以上の使用目的の資産をいう。」と規定されている。特別会計におけ

る仙台市所有の遊休地を駐車場として使用するためのアスファルト舗装工事代 3,838 万 

9 千円（平成 7 年度から平成 11 年度までの合計）及び茂庭第一市営住宅の駐車場舗装代

150 万 7 千円を固定資産計上せず、修繕費として費用計上していた。 

遊休地に係る舗装工事代については、遊休地の一時的な利用であり、近い将来には撤去

されるとの認識から固定資産計上しなかったとのことであるが、実際の利用期間は 1年以

上となっており固定資産計上すべきである。 

また、市営住宅の駐車場舗装代についても会計規程にしたがい固定資産計上する必要が

ある。 
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包括外部監査の結果報告書に添えて提出する意見                          

 

「平成 14 年３月 18 日付け包括外部監査の結果報告書」に関わる包括外部監査の実施過程にお

いて、地方自治法 2条第 14 項及び第 15 項の規定の趣旨から、私が重要であると思う合理的な事

務の執行上（経営管理上）の諸点に付き検討をしたので、以下のとおり意見を申し述べる。 

 

Ⅰ  都市整備局建築部住宅課 

１ 事業の概要 

（１）公営住宅制度の変遷 

市営住宅は、公営住宅法に基づき住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸

し、又は転貸することにより、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的と

して整備されており（公営住宅法第 1 条）、住宅建設計画法に基づく政府の住宅建設五箇

年計画に併せて計画的に建設が進められている。平成 13 年度から平成 17 年度までの第八

期住宅建設五箇年計画は平成 13 年 3 月 13 日に閣議決定されている。 

現行の公営住宅法は、昭和 26 年に制定され、その後、昭和 34 年に収入超過者制度を導

入、昭和 44 年に公営住宅建替制度・明渡し基準制度を導入、平成 8 年に第一種・第二種

の種別区分を廃止するなどの改正がなされてきた。 

平成 8 年の改正は、以下のような従来の公営住宅制度の問題点等に対して、高齢者や障

害者など真に住宅に困窮する者へ公営住宅を的確に供給することを主たる目的としてなさ

れたものであり、市営住宅の管理等に係る重要事項の改正がなされているため、その概要

をまとめた。 

 

［従来の公営住宅制度の問題点等］ 

① 住宅入居者の公平性 

高齢者や障害者などの住宅需要に十分には対応できない一方、低額所得者とはいえな

い高額所得者などの長期居住による不公平が発生しているなど、真に住宅に困窮してい

る者へ公営住宅が必ずしも的確に供給されているとは言い難い面がみられるようになっ

てきた。 

② 住宅供給の困難性 

用地取得難などによって、従来からの直接建設方式のみだけでは、需要に応じた的確

な供給が困難になってきた。 

③ 質の低下 

公営住宅の老朽化等により、地域の良好なコミュニティが低下しているものがみられ

るようになってきた。 

④ 多様なニーズへの対応 

多様なニーズに対応するために、地方公共団体の政策手段の拡大が求められるように

なってきた。 
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［平成 8年の公営住宅制度改正の概要］ 

① 入居者資格の的確化 

高齢者、身体障害者等について、一般の入居者の入居収入基準（収入分位の 0～

25％：政令月収 0～20 万円）を超えて、一定の上限（収入分位の 40％：政令月収 26 万

8 千円）まで入居収入基準を引き上げることができるものとした。 

② 入居者の収入変動等に対応した家賃決定方式の導入 

(1)毎年度、入居者からの申告に基づく収入及び住宅の立地条件、規模、建設時からの

経過年数等に応じて家賃を定めることとした。 

(2)収入超過者に対しては、近傍同種の住宅の家賃を限度として、当該入居者の収入を

勘案して適切な負担を求め、高額所得者に対しては、近傍同種の住宅の家賃を徴収

することとした。 

③ 公営住宅に係る補助制度の合理化及び供給方式の多様化 

(1)第一種・第二種の種別区分を廃止し、国は、公営住宅の建設に要する費用（用地費

は除く。）の２分の１を補助する。 

(2)事業主体は、公営住宅として民間住宅を買い取ることができるものとし、国は、事

業主体に対して、買い取りに要する費用（用地費は除く。）の２分の１を補助する。 

(3)事業主体は、公営住宅として民間住宅を借上げることができるものとし、国は、借

上げ住宅の共用部分（廊下・階段等）の工事費の３分の１を補助する。 

(4)国は、公営住宅の家賃を低廉なものとするため、近傍同種の住宅の家賃から入居者

の収入等に応じて建設大臣の定める基準額を控除した額の２分の１を補助する。 

④ 公営住宅建替事業の施行要件の緩和等 

(1)公営住宅建替事業の戸数要件を、原則として、従前戸数の 1.2 倍以上から従前戸数

以上とするものとし、社会福祉施設等を併設する場合にはさらに緩和する。 

(2)建替事業に伴い、家賃が増加する場合には当初 5 年間一定の負担調整措置を講じる。 

⑤ 公営住宅の社会福祉事業等への活用 

(1)事業主体は、建設大臣の承認を得た場合は、一定の社会福祉事業を行う社会福祉法

人等に対して公営住宅を住宅として使用させることができるものとした。 

(2)事業主体は、建設大臣の承認を得た場合は、公営住宅を中堅所得者向けの特定優良

賃貸住宅として活用することができるものとした。 

⑥ その他 

(1)改正法の施行に伴い、家賃が増加することとなる従前入居者については、制度移行

に伴う一定の経過措置を講じるものとした。 

(2)当分の間、過疎地域等においては、現行制度で単身入居が認められている老人、身

体障害者等に加え、若年の単身者等についても公営住宅への入居を認めるものとし

た。 

(3)不正入居者等の円滑な明渡しを促進するための措置を講ずるものとした。 
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⑦ 適用期日 

(1)整備に係る規定（上記③の(1)(2)(3)等）については、平成 8 年 8 月 30 日から適用

する。 

(2)その他の入居者資格、家賃制度等管理に関する規定等については、 

イ 新法により整備された公営住宅については、当該公営住宅の管理が開始されると

きから 

ロ 旧法により建設された公営住宅については、平成 10 年 4 月 1日から適用する。 

 

（２）市営住宅の概要 

仙台市では平成 13 年 4 月 1 日現在で 9,455 戸の市営住宅が供給され、平成 12 年度予算

で市営住宅使用料収入は 20 億 7,103 万円、市営住宅管理費は 13 億 7,991 万円となってい

る。 

平成 13 年 10 月 10 日現在の市営住宅の概要は以下のとおりである。 

 

① 入居の状況 

仙台市の市営住宅管理戸数 9,455 戸に対し、入居戸数は 8,643 戸となっており、空家

は 812 戸あるが(入居率 91.4％)、うち政策空家 437 戸を考慮すると実質的な市営住宅

入居率は 95.8％と高く、入居希望者の入居待ちの状態にあることがうかがえる。 

 

② 住宅種別戸数 

平成８年の公営住宅法の改正によって第一種公営住宅と第二種公営住宅の種別区分が

廃止された。改正前の公営住宅法では第 2条において、それぞれ次のとおり定義されて

いた。 

(1)第一種公営住宅 

政令で定める基準の収入のある者に対して賃貸するための、政令で定める規格の公

営住宅をいう。 

(2)第二種公営住宅 

第一種公営住宅の家賃を支払うことができない程度の低額所得者又は災害により住

宅を失った低額所得者に対して賃貸するための、政令で定める規格の公営住宅をいう。 

入居希望者にとって第一種公営住宅と第二種公営住宅の相違は収入基準であったと考

えられる。第一種公営住宅は入居の申し込みをした日において政令月収が 11 万 5 千円

を超え 19 万 8 千円以下であること、第二種公営住宅は入居の申し込みをした日におい

て 11 万 5 千円以下であることとされていた。このような区分を設けた結果、入居を希

望する多数の住宅困窮者が第二種公営住宅の入居待ちをしている一方で、第一種公営住

宅については多数の空家が生じているという不合理な現象が全国の公営住宅で見られた

ため、平成８年の改正によって両者の区分が廃止された。この改正によって、従来であ
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れば収入が低く、旧第一種公営住宅への入居が許可されていなかった者も、旧第一種公

営住宅への入居ができることとなった。 

 

表 1 から 5 により、仙台市では昭和 40 年代以降に旧第一種公営住宅と旧第二種公営

住宅がともに供給されてきており、近年は専用面積の広い住宅が供給され、質的な向上

が図られていることが確認できる。 

（表1） 

 住宅種別棟数・戸数        平成13年10月10日現在 

旧第１種 旧第２種 新制度 
所在地 

棟数 戸数 棟数 戸数 棟数 戸数 

全市計 １９７ ４，８３６ ２８０ ４，２２５ ５ ３９４

青葉区 １３ ４１２ １９ ３５０ － －

宮城野区 注  ７９ ２，４５１ 注 １３２ ２，３３５ １ ４４

若林区 ７ １９８ ２ ４０ － －

太白区 注  ９７ １，７５７ 注 １１１ １，３８８ ４ ３５０

泉区 １ １８ １６ １１２ － －

注 高砂Ｃ棟(宮城野区)及び四郎丸第７棟(太白区)は、同じ建物で旧第１種及び旧第２

種の両方の住宅があるため、それぞれに含めている。 

(表2) 

タイプ別戸数 

平成13年10月10日現在 

 (表 3) 

建築構造別棟数・戸数 

平成 13 年 10 月 10 日現在

タイプ 戸数  建築構造 棟数 戸数 

１ＬＤＫ ２０ 木造 ２８ ４６

２Ｋ ２，１１２ 簡易耐火（平家） ８２ ３７８

２ＤＫ ６４３ 簡易耐火（二階建） ９４ ５３６

２ＬＤＫ ２９７ 中層耐火 ２６２ ７，０２２

３Ｋ １，９００ 高層耐火 １４ １，４７３

３ＤＫ ４，０６６ 合計 ４８０ ９，４５５

３ＬＤＫ １０１   

４Ｋ ４２   

４ＤＫ ２７４   

合計 ９，４５５  
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（表4） 

 建設年代別戸数 

 平成 13 年 10 月 10 日現在 

年度 全市計 青葉区 宮城野区 若林区 太白区 泉区 

昭和20年代   

旧第１種 72 72  

昭和30年代   

旧第１種 122 122 

旧第２種 166 26 130 10 

昭和40年代   

旧第１種 2,120 60 1,446 614 

旧第２種 1,730 104 1,242 384 

昭和50年代   

旧第１種 1,817 352 490 80 895 

旧第２種 1,382 220 500 40 562 60 

昭和60年代以降   

旧第１種 705 515 46 126 18 

旧第２種 947 593 312 42 

新制度 394 44 350 

合計 9,455 762 4,830 238 3,495 130 

 

 

（表 5） 

住戸専用面積別戸数（建設年代別） 

平成 13 年 10 月 10 日現在 

専用 

面積 

昭和 

40 年 

以前 

昭和 

41 年 

～ 

45 年 

昭和 

46 年 

～ 

50 年 

昭和 

51 年 

～ 

55 年 

昭和 

56 年 

～ 

60 年 

昭和 
61 年 
～ 
平成 
2 年 

平成 

3 年 

～ 

7 年 

平成 

8 年 

～ 

10 年 

計 

30 ㎡未満 161    161

30～35 ㎡ 75 441   516

35～40 ㎡ 212 958 366   1,536

40～45 ㎡  244 898   1,142

45～50 ㎡   921 63 80  1,064

50～55 ㎡   122 1,184 45 84 176 1,611

55～60 ㎡  84 789 277 18 12  1,180

60～65 ㎡   212 515 504 368 44 1,643

65～70 ㎡   10 19 3 156 159 347

70 ㎡以上   9 113 118 15 255

合計 448 1,727 2,307 2,195 820 746 818 394 9,455
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③ 入居者の状況 

入居者の収入状況（表 6）、世帯人数別戸数（表 7）、年齢階層別入居者数（表 8）

は、それぞれ以下のとおりである。 

(表 6) 

認定収入状況 

平成 13 年 10 月 10 日現在 

 入居戸数 家賃額 

収入分位 一般 未申告 超過者 最高額 最低額 平均額 

0～123,000 円 6,222 46 0 91,500 2,400 16,600 

123,001～153,000 円 650 4 1 81,900 3,100 22,200 

153,001～178,000 円 411 5 0 51,600 3,700 25,800 

178,000～200,000 円 300 1 0 51,400 4,300 29,100 

200,001～238,000 円 89 1 307 72,500 5,300 34,000 

238,001～268,000 円 37 4 140 81,900 8,500 36,400 

268,001～322,000 円 2 4 203 96,100 8,600 40,600 

322,001～      3 10 202 105,700 7,700 38,700 

合計 7,715 75 853   20,300 

収入超過者   829    

高額所得者   24    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注 世帯人数は別居扶養親族を含む。 

(表 8) 

年齢階層別入居者数 

平成 13 年 10 月 10 日現在

年齢階層 人数 

0～15 歳まで ４，６２４

16～19 歳まで １，１７２

20～29 歳まで ２，７９１

30～39 歳まで ３，１７９

40～49 歳まで ２，４４０

50～59 歳まで ２，７３０

60 歳以上 ４，５８６

合計 ２１，５２２

(表 7) 

世帯人数別入居戸数 

平成 13 年 10 月 10 日現在 

世帯人数 戸数 

1 人 ２，４０７ 

2 人 ２，４７４ 

3 人 １，６８３ 

4 人 １，５０７ 

5 人 ４８６ 

6 人 ８５ 

7 人 １６ 

8 人 ６ 

9 人 ０ 

10 人以上 １ 

合計 ８，６６５ 
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２ 収入未済の状況及び管理状況 

（１）収入未済の発生状況 

最近５年間の市営住宅使用料の収入状況は、次のとおりである。 

 

（表 9） 

市営住宅使用料の収入状況 

 （上段：件数（件） 下段：金額（千円）） 

現年度 過年度 
年度 

区分 

平 均 

入 居 

戸 数 
調定額 収入済額

収 入

未済額
徴収率 調定額 収入済額 

不 納 

欠損額 

収 入

未 済 額
徴収率

91,326 88,157 3,169 96.5% 13,400 3,189 508 9,703 23.8%平 成 

８年度 

 

7,611 
2,369,944 2,293,171 76,772 96.8% 259,257 70,005 7,459 181,793 27.0%

91,361 88,378 2,983 96.7% 12,872 2,912 2,205 7,755 22.6%平 成 

９年度 

 

7,613 
2,414,015 2,319,856 94,158 96.1% 258,565 57,787 38,764 162,014 22.3%

103,154 98,035 5,119 95.0% 10,738 注４ 783 注４ 注４平 成 

10 年度 

 

8,596 
2,005,267 1,924,057 81,310 96.0% 256,172 55,236 14,474 186,461 21.6%

105,845 100,478 5,367 94.9% 注４ 注４ 702 8,335 注４平 成 

11 年度 

 

8,820 
2,027,173 1,942,179 85,159 95.8% 267,771 62,306 14,439 191,026 23.3%

106,448 100,811 5,637 94.7% 13,702 3,384 516 9,802 24.7%平 成 

12 年度 

 

8,871 
1,969,215 1,874,434 94,780 95.2% 276,186 64,229 10,145 201,811 23.3%

（出典：仙台市都市整備局建築部住宅課作成資料を一部編集して作成） 

注 1 件数は使用料１ヵ月分を１件としている。 

2 収入済件数は、1ヵ月分満額入金した件数であり、一部入金は含まない。但し、収入済額

には一部入金も含まれる。 

3 平均入居戸数は、調定件数を１２で除して算出している。 

4 平成 10 年度及び平成 11 年度の過年度の収入済件数の集計が誤っていたことが平成 12 年

度において判明したため、正しい件数が把握できない。 

      （図 1） 
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       （図 2） 
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（表 10） 

市営住宅平均月額住宅使用料推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

注 正しい過年度収入未済件数のデータがないため算定不能。 

 

平成 10 年度より平成８年の改正公営住宅法に基づき入居者の収入変動等に対応した

家賃決定方式の導入による家賃が適用となり平均家賃は大幅に低下したが、逆に現年度

徴収率は悪化し、収入未済額は年々増加している。 

収入未済額の内容を分析すると現年度未済額の平均住宅使用料月額は、調定額の平均

住宅使用料月額より小さくなっており、収入の低い入居者に滞納が多いことが読み取れ

る。また、平成 11 年度及び平成 12 年度の過年度収入未済額のうち、平成９年度以前の

旧法による調定額が、それぞれ 76.5％、60.7％を占めているため、過年度の平均住宅

使用料月額が、現年度のそれよりも高くなっている。 

なお、滞納額が増えてくると仙台市建設公社や仙台市の職員との接触を拒み収入報告

が行われなくなるケースが多く、その場合、近傍同種の住宅の家賃額が調定されことに

なり（仙台市営住宅条例第 13 条）、本来の家賃よりも高い家賃が調定される。した

 平均月額住宅使用料 

年度区分 現年度調定 現年度収入未済 過年度収入未済 

平成 8 年度 25,950 円 24,226 円 18,736 円 

平成 9 年度 26,423 31,565 20,892 

平成 10 年度 19,440 15,884 注 

平成 11 年度 19,152 15,867 22,918 

平成 12 年度 18,499 16,814 20,589 
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がって、長期多額の滞納者に対しさらに高い家賃の調定が続けられ滞納額が益々増加す

るという悪循環に陥っている。 

 

（図 3） 
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(表 11) 

収入区分表 

                          (単位:円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、入居者の収入区分の構成比推移を見ると最も収入の低い階層の比率が年々上昇

し、他の階層の比率は年々減少している。改正前公営住宅法では、第一種公営住宅は入

居申込をした日において政令月収が 11 万 5 千円を超えていることが入居条件であった

政令月収 収入 

区分 
収入分位 

下限 上限 

住宅使用料 

算定基礎額 

Ⅰ   0.0～10.0% 0 123,000 37,100 

Ⅱ 10.0～15.0% 123,001 153,000 45,000 

Ⅲ  15.0～20.0% 153,001 178,000 53,200 

Ⅳ  20.0～25,5% 178,001 200,000 61,400 

Ⅴ  25.0～32.5% 200,001 238,000 70,900 

Ⅵ  32.5～40.0% 238,001 268,000 81,400 

Ⅶ  40.0～50.0% 268,001 322,000 94,100 

Ⅷ  50.0％～ 322,001  107,700 



 

 ２５

が、改正後は、月収の下限条件が無くなったため、収入分位の低い入居者の割合が増加

したものと推定される。 

収入分位の低い入居者の割合が増加することは、住宅に困窮する低額所得者に対し低

廉な家賃で住宅を提供するという公営住宅制度の政策目的に合致するものであり、望ま

しいことではあるが、反面、滞納の発生する可能性がある程度高まってしまうことは止

むを得ないことである。 

 

 

（２）滞納者の管理状況 

滞納住宅使用料の督促に関する平成 12 年度の管理業務の内容を整理すると以下のと

おりである。 

（表 12） 

担当 方法 内容 

督促状 振込用紙と一体となった督促状が滞納者へ納付期限の翌月中旬に送付され

る。 

督促状発送者について滞納整理票が作成される。 

催告書 滞納月数が３ヶ月分以上の滞納者に対し発送される。なお、９月及び２月

は、連帯保証人にも発送し、納入指導の協力を要請する。 

催告書発送者について滞納整理記録書が作成され、以後の納入指導履歴が

記録される。 

臨戸訪問 催告書発送対象者宅に訪問し、納入請求を行い、滞納金納付誓約書（分納

誓約書）の提出を要請する。また、年４回昼間のほか夜間にも実施し昼間

不在者のフォローを行っている。 

仙

台

市

建

設

公

社 電話催告 臨戸訪問時に不在であった滞納者に対し行う。 

最終催告書

兼明渡請求

書 

毎年７月及び２月に公社がリストアップしたもののうち家賃若しくは割増

賃料の滞納額が２０万円以上又は家賃若しくは割増賃料の滞納月数が６月

以上である者で納入の誠意を示さないもの及び分納誓約が履行されないも

のについて事実確認を行い、最終催告書兼明渡請求書を発送する。 

即決和解 最終催告書兼明渡請求書を発送した滞納者から分割納入の申し出があれば

即決和解に応じる。 

明渡訴訟 公社がリストアップした最終催告書兼明渡請求書に対し誠意ある対応のな

いものについて事実確認を行い、明渡訴訟を行う。 

都

市

整

備

局

建

築

部

住

宅

課 

明渡強制 

執行 

明渡訴訟の結果が出ても退去しない場合及び即決和解条件を履行する誠意

が見られないものについて裁判所に明渡強制執行の申立てを行う。 
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(表 13) 

平成 12 年度督促状・催告書発送状況 

 延べ発送件数 年間平均入居戸数 ８，８７１戸 100.0% 

督促状 １６，３８３件 月平均発送件数 １，３６５件 15.4% 

催告書 １０，１５４件 月平均発送件数 ８４６件 9.5% 

 

督促状の発送件数は、平均すると実に入居者の 15.4%に対し発送されているが、現年

度の最終的な収入率（件数）は 94.7%であり、その大半は家賃納入を失念してしまった

ものと思われる。このような単純ミスを防止するため口座引落による納付を入居者説明

会等で説明しているが、移行が進んでいない。 

 

滞納者管理の問題点 

催告書を発送した滞納者については、滞納整理記録書が作成され、以後の納入指導履

歴（滞納者の滞納理由や回収方法等）を記録することになっている。その管理状況を確

かめるため高砂管理事務所と鶴ヶ谷管理事務所に往査したところ、鶴ヶ谷管理事務所に

おいては、適切に納入指導履歴が記録されていたが、高砂管理事務所では滞納整理記録

書が作成されていなかった。また、臨戸訪問の計画書等も作成されていなかった。訪問

が必要な滞納者に漏れなく訪問するためには適切な臨戸訪問計画が必要であり、納入指

導履歴は、法的措置を行う上での判断資料として重要であり、作成を徹底させる必要が

ある。そのために以下の対応が必要と思われる。 

①「滞納整理要綱」など滞納整理手続に関するマニュアルを作成し、担当者への教育を

実施することにより滞納整理の実効を上げるように努める必要がある。 

②３か月に１度程度は滞納者の状況報告を管理事務所から公社の収納係に行い、公社及

び市当局では回収方針等の検討を行い、管理員に指示する必要がある。 

 

また、駐車料及び水道料（一部公社が一括代理納付している団地がある）の収納状況

に関する情報及び滞納整理票は管理事務所に送付されていないため、管理事務所では駐

車料と水道料の督促は実施していない。駐車料と水道料の収納事務は建設公社の住宅管

理課管理係が担当しており、滞納管理は管理事務所の業務とは認識されていないと思わ

れるが、滞納者は家賃滞納者と共通することが多いため、家賃と一緒に管理事務所で督

促を実施することが有効である。 
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（３）退去滞納者からの回収状況と今後の対応 

平成 13 年 10 月 22 日現在の退去滞納者に対する収入未済額の内訳は以下のとおりと

なっている。 

（表 14）               （表 15） 

滞納月数別内訳            退去年度別内訳 

           （単位：千円）              （単位：千円） 

滞納月数 世帯数 金額 退去年度 世帯数 金額 

1 ～ 5 ヶ 月 分 128 5,178  平成７年度以前 103 45,381 

6～1 1 ヶ月分 27 5,156  平 成  8  年 度 52 13,212 

12～23 ヶ月分 66 31,912  平 成  9  年 度 52 13,956 

24～35 ヶ月分 58 37,125  平成 1 0 年度 46 16,123 

36～47 ヶ月分 27 19,650  平成 1 1 年度 42 21,602 

48 ヶ月分以上 20 18,035  平成 1 2 年度 31 6,782 

計 326 117,058  計 326 117,058 

1 世帯あたり平均 359     

 

退去滞納者に対する催告書の発送は､平成 12 年度から実施されており、それ以前は督

促行為が全く行われていなかった。また、当該催告書は連帯保証人には発送していない。

平成 13 年 2 月に発送した催告書に対し入金があったのは 14 件 55 万 5 千円であり、催

告書発送だけの督促行為では、ほとんど回収は見込めない状況である。平成 13 年 10 月

に実施した催告書発送では 34 件 1,078 万円分が転居先不明で催告書が返送されてきた

とのことである。したがって、現状の催告書発送のみの督促行為では、上記収入未済額

のほとんどは、時効成立により不納欠損処分されるものと予想される。 

退去滞納者についても、臨戸訪問の実施、連帯保証人への催告書の発送等の回収手続

を強化し、少しでも回収を図る必要がある。また、今後は入居滞納者に対する姿勢を見

直し、多額の退去者滞納額が発生する前に明渡訴訟等の法的措置を実施し、問題解決を

図ることが肝要である。 
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３ 空家対策 

過去５年間の管理戸数と空家状況は、表 16 のとおりである。 

（表 16） 

（単位：戸） 

    平成 9 年 平成 10 年 平成 11 年 平成 12 年 平成 13 年 

管理戸数 ① 9,018 9,192 9,384 9,370 9,455 

入居戸数 ② 8,065 8,344 8,666 8,763 8,731 

空家戸数 ③=①-② 953 848 718 607 724 

政策空家 ④ データなし 297 398 302 480 

実質空家 ⑤=③-④ (算定不能) 551 320 305 244 

実質空家率 ⑥=⑤/① (算定不能) 6.0% 3.4% 3.3% 2.6% 

注 いずれも４月１日現在。 

政策空家とは、市営住宅の建替・廃止、住居改善・修理のための一時的募集停止等、合理

的な理由により入居募集を停止している空家の通称である。正式に使用されている名称では

ないが、便宜上使用する。また、空家戸数から政策空家戸数を除いた空家を、便宜上実質空

家と呼ぶこととする。 

政策空家の内容を検討したところ、既存入居者に原因があると思われる近隣入居者とのト

ラブル（隣接住宅の生活音への過剰反応等）により、平成 13 年 4 月 1 日現在、13 戸が空家

であるにもかかわらず、募集対象から除外されていた。近隣入居者とのトラブルを未然に防

止するための措置とのことであるが、トラブルが発生したときにその原因となった入居者に

対し説得または仙台市営住宅条例第 42 条 4 項、第 23 条を根拠に明渡請求等の問題解決がさ

れないまま、周りの住宅を空家にしてしまったことは、問題を先送りしただけであり、今後

明渡請求する理由を失うことになる。 

入居できない申込者が多数存在することを考慮すると、近隣トラブルの原因となっている

既存入居者に対し今後近隣住民との協調を説得し、それが受け入れられないのであれば、明

渡請求等の措置を講じて問題解決を図り、募集戸数を増加させる必要がある。 

最近の入居申込の状況は、表 17 のとおりであり、市営住宅の申込倍率が近年大幅に上昇

している。その主な理由としては、景気低迷による申込者数の増加、袋原・袋原東・四郎丸

東の市営住宅の建替に伴う政策空家の増加が挙げられる。 

申込倍率の上昇に対応し、空家が減少しているため、実質空家率が年度ごとに低下傾向に

ある。なお、3 月は退去者が多くなる時期であるため、4 月 1 日現在の実質空家数は、年間

で最も多くなっていると思われる。また、平成 12 年 4 月 1 日現在の実質空家数に対する平

成 12 年度第１回募集戸数の割合(35.7％)が前年同期(60.6％)に比べて低い原因は、平成 11

年度までは６月だった第 1 回募集の時期が平成 12 年度から５月となり、これに対応して募

集戸数決定時期が４月中から３月中に早まったため、３月下旬退去による空家が第１回募集

に間に合わなくなったこと等によるものである。 
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（表 17） 

  

    平成 9 年度 平成 10 年度 平成 11 年度 平成 12 年度 

第 1回 194 109 

第 2 回 217 109 募集戸数  

第 3 回 

858 670

注 2 139 

第 1 回 1,334 1,372 

第 2 回 1,530 1,431 申込者数  

第 3 回 

1,897 2,222

注 2 1,570 

第 1 回 6.88 12.59 

第 2 回 7.05 13.13 
倍率＝ 

申込者数÷募集戸数 
第 3 回 

2.21 3.32

注 2 11.29 

注 1 申込者数には、不適格者、辞退者を含む。 

2 平成 12 年度より、年２回であった募集回数を 3回に増やしている。 

           （出典：仙台市都市整備局「事業概要」平成 13 年 5 月） 

 

 

４ その他 

（１）建物賃貸借契約書の書式の見直し 

入居者と仙台市との間で取り交わす建物賃貸借契約書を検討したところ、入居者の遵

守事項として「法令、仙台市営住宅条例及び同条例施行規則…を遵守すること。」とあ

るのみで、一般的な建物賃貸借契約書と比較し、記載がない条項が散見された。 

建物賃貸借契約書に記載が必要と考えられる条項は、以下のとおりである。 

・契約更新 

・敷金（利息の有無、債務不履行がある場合の敷金充当の有無、返還額、返還時期） 

・家賃の支払日、支払方法 

・家賃改訂 

・水道光熱費等の諸費用の負担 

・補修・修理、取替の取扱い 

・禁止事項 

・契約期間内解約(予告方法、家賃の計算方法) 

・契約解除の要件 

・火災保険の加入・負担者 

・損害賠償 

・契約に定めのない事項についての取扱い 
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（２）家賃の減免猶予制度の周知 

家賃を納めることが一定の事情により非常に困難であると認められるときには、家賃

を減免または徴収猶予することができるが（仙台市営住宅条例第 16 条）、家賃の減免

猶予制度については、申込用紙とともに配布される「市営住宅入居申込みのしおり」に

は記載されていないため、入居説明会で当選者に渡される「暮らしのガイド」を見て、

初めて減免猶予制度の存在を認識することになる場合が多いと考えられる。 

また、入居説明会の当日には、はじめに家賃計算が入居者に提示されることから、家

賃の減免猶予制度は申請すれば申請月から適用になるものの、当該制度を入居時点から

利用しにくい状況にある。 

家賃の減免猶予制度については、「市営住宅入居申込みのしおり」に記載し、入居時

点から家賃減免制度を利用しやすくすることが望ましい。 
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Ⅱ 財団法人仙台市建設公社 

 

１ 財団法人仙台市建設公社の概要 

（１）概要 

財団法人仙台市建設公社（以下、公社という。）は、昭和 41 年 4 月 18 日、仙台市の公

共事業を円滑に推進するため、学校等公共施設の先行取得及び管理運営その他公共施設の

整備に関する事業等を行うことにより、市勢の進展と市民福祉の向上に貢献することを目

的に設立された。現在の基本金は 1億円である。 

公社の寄付行為第 4条第 1項に事業内容が次のとおり規定されている。寄付行為とは一

般事業会社の定款に相当する。 

① 学校等公共施設の先行建設、先行取得、管理及び処分 

② 公共事業に係る物件等及びそれに関する権利の補償 

③ 駐車場、市営住宅及び共同施設その他都市関連施設の管理運営 

④ 市有地の管理 

⑤ 公共建築物の保全業務 

また、同条第 2項では、前項のほか、次の事業を行うことが規定されている。 

① 管理の委託を受けた市有地を活用した駐車場、公園その他の公共施設の整備 

② その他前条の目的を達成するため必要な事業 

 

 

（２）仙台市との関係 

① 仙台市との業務委託契約 

公社と仙台市とは毎年業務委託契約を締結し、仙台市が公社に委託する業務の内容及び

委託料等を定めている。この委託契約上再委託は禁止されており、仙台市が了承をしない

限り再委託はできない。平成 12 年度の再委託業務は公社の職員では対応できない業務で

あると認められ、仙台市も了承の通知をしている。 
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② 事業規模 

公社の事業は一般会計と特別会計に区分されている。 

一般会計は先行取得事業と公共施設等管理運営受託事業であり、特別会計は駐車場及

び駐輪場事業である。その事業規模は以下のとおりである。 

 

平成 12 年度収支明細書の要約（第 134 回理事会議案（平成 13 年 5 月 29 日）より抜粋） 

一般会計                          

科目 決算額 

Ⅰ 収入の部 千円

１ 基本財産運用収入 274

２ 先行取得事業収入 259,706

３ 受託事業収入 2,299,137

(1) 市営駐車場受託収入 92,154

(2) 市庁舎等管理受託収入 31,435

(3) 駐輪場受託収入 342,588

(4) 市営住宅受託収入 1,319,936

(5) 道路予定地受託収入 21,096

(6) 保全業務受託収入 458,245

(7) 再開発住宅受託収入 7,828

(8) 駐車場案内システム受託収入 25,853

４ 雑収入 118,966

５ 借入金収入 1,218,820

６ 特定預金取崩収入 5,684

７ 繰入金収入 3,000

当期収入合計 3,905,590

前期繰越収支差額 119,548

収入合計 4,025,138

Ⅱ 支出の部   

当期支出合計 3,897,157

当期収支差額 8,432

次期繰越収支差額 127,980

特別会計 

科目 決算額 

Ⅰ 収入の部  千円

１ 事業収入   

(1) 駐車場使用料 417,678

(2) 駐輪場使用料 40,754

２ 雑収入 340

３ 特定預金取崩収入 612

当期収入合計 459,385

前期繰越収支差額 56,711

収入合計 516,096

Ⅱ 支出の部 

当期支出合計 437,618

当期収支差額 21,766

次期繰越収支差額 78,477
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一般会計では借入金収入を除く当期収入合計のうち、先行取得事業と受託事業の事業収

入が 95.2%であり、市営住宅関連収入（雑収入のうち市営住宅退去修繕料収入などを市営

住宅受託収入に加算）では 90.0%、市営住宅受託収入では 85.6%を占めている。したがっ

て、現在の公社の運営は仙台市の市営住宅に関する政策に大きく依存していることがわか

る。 

特別会計では公社の自主事業の収支を表しているが、駐車場使用料として計上された収

入のうち、市営住宅団地内駐車場使用料 2 億 5,648 万円は平成 13 年度より帰属が仙台市

となり、公社は管理業務を受託することとなった。そのため、平成 13 年度以降の公社の

自主事業は市営住宅団地内駐車場以外の一般駐車場事業と駐輪場事業のみとなるが、一般

駐車場は仙台市等が先行取得した土地で道路建設等が未了の土地の有効利用であり、いわ

ば本来の事業開始までの有期の事業であり道路建設等が開始されるとともに消滅する。公

社の自主事業だけを見ると非常に不安定な将来像である。 

また、公社の事業内容の変遷は表 18 のとおりであり、現在の事業内容のほとんどは設

立後に追加されたものである。公社を取り巻く事業環境の変化に対応して追加／変更され

てきた結果といえる。上記のとおり公社は仙台市からの受託事業が収入のほとんどを占め

る受託事業中心型の法人として存在しており、自主事業を遂行する独立事業体として運営

される公社としては位置付けられていないといえる。したがって、受託事業中心型の法人

として一層機能強化されるべきであり、仙台市は、企画立案機能に徹底する必要がある。

中期的観点からの視点も踏まえ公社のあり方を仙台市とともに検討されなければならない

と思慮する。 

 

 （表 18） 

事業内容の変遷 

年月日 追加／変更 主な内容 

昭和 46 年 9 月 追加 公共施設の先行建設、維持管理等 

昭和 53 年 2 月 変更 

土地開発公社設立及び仙台市熱供給事業の経営移管に

より寄付行為を変更し、学校施設の先行建設業務を主

体に公共施設（市営駐車場、市民センター等）の管理

受託事業等を行う 

昭和 56 年 5 月 追加 市営住宅の管理業務 

昭和 56 年 7 月 追加 特別会計による駐車場事業開始 

昭和 59 年 11 月 変更 市熱供給事業の廃止等により変更 

平成 3年 4月 追加 
(財)仙台市地域振興公社の設立により市民センター等

管理受託事業を同公社に移管 

平成 8年 3月 追加 公共建築物の保全業務 

（出典：平成 13 年度事業概要（財団法人仙台市建設公社）から抜粋） 
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③ 公社の組織 

組織においては仙台市からの派遣職員の多くが係長以上のポストの過半数を占めており、

仙台市との強い関係を示している。パートは自転車等駐車場に配置されている。 

（表 17） 

公社の組織と配置人員数 

  事務局長 部長 参事 課長 主幹 係長 職員 臨職 パート 合計 

H11 1 （兼）  2(1)  3(2) 47(2)   132 185(5) 

H12 〔兼〕 1(1)  1  3(2) 43(2) 1 131 180(5) 総 務 部 

H13 〔兼〕 1(1)  1  3(1) 46(2)   133 184(4) 

H11      1(1)  2(2) 6    9(3) 

H12      〔兼〕  2(2) 6    8(2) 総務課 

H13      〔兼〕  2(1) 6    8(1) 

H11      1  1〔1 兼〕 41(2)   132 175(2) 

H12      1  1〔1 兼〕 37(2) 1 131 171(2) 業務課 

H13      1  1〔1 兼〕 40(2)   133 175(2) 

H11   1 1(1) 1(1)  5(3) 43(8) 1  52(13) 

H12   1 1(1) 1(1) 1 4(3) 45(8) 1  54(13) 施 設 部 

H13   1 1(1) 1(1) 1 4(3) 45(8) 2  55(13) 

H11      1(1)  3(1) 28 1  33(2) 

H12      1(1) 1 2(1)〔1 兼〕 30 1  35(2) 住宅管理課 

H13      1(1) 1 2(1)〔1 兼〕 30 2  36(2) 

H11      〔兼〕  2(2) 15(8)    17(10) 

H12      〔兼〕  2(2) 15(8)    17(10) 保全課 

H13      〔兼〕  2(2) 15(8)    17(10) 

H11 1 1 1(1) 3(2)  8(5) 90(10) 1 132 237(18) 

H12 〔兼〕 2(1) 1(1) 2(1) 1 7(5) 88(10) 2 131 234(18) 合 計 

H13 〔兼〕 2(1) 1(1) 2(1) 1 7(4) 91(10) 2 133 239(17) 

（出典：平成 13 年度事業概要（財団法人仙台市建設公社）から抜粋） 

注（ ）内は仙台市からの派遣職員数、〔 〕内は兼務職員数をそれぞれ内数で示す。 

 

公社処務規程による各課の業務分掌の要約は次のとおりである。 

●総務課    寄付行為、諸規程等の制定改廃、庶務、経理、契約、人事、事業計画等 

●業務課    自転車等駐車場の管理受託、市庁舎の管理業務、駐車場案内システムの管

理業務受託等 

●住宅管理課  市営住宅及び再開発住宅の入居及び退去、使用料の徴収及び収納、特定優

良賃貸住宅の入居に関すること等 

●保全課    公共建築物の保全業務受託、保全工事、市営住宅、再開発住宅及び共同施

設の保守及び維持管理等 
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２ 財務の概要 

最近２年間の受託事業収支の状況は以下のとおりである。受取利息及び一般会計における

管理費を考慮すると受託事業収支差額は、ほぼ実費精算が行われている。 

 

   （単位：千円） 

項   目  平成 11 年度 平成 12 年度 

１市営駐車場受託収入  100,409 92,154 

 市営駐車場費  100,409 92,154 

 市営駐車場収支  0 0 

２市庁舎等管理受託収入  31,348 31,435 

 市庁舎等管理費  31,348 31,435 

 市庁舎等管理収支  0 0 

３駐輪場受託収入  348,931 342,588 

 駐輪場費  348,931 342,588 

 駐輪場収支  0 0 

４市営住宅受託収入  1,483,472 1,319,936 

 市営住宅退去修繕料収入 注 46,740 39,865 

 市営住宅水道使用料収入 注 79,577 76,916 

   小計  1,609,789 1,436,717 

 市営住宅費  1,604,856 1,429,237 

 市営住宅収支  4,933 7,480 

５道路予定地受託収入  15,146 21,096 

 道路予定地管理費  15,146 21,096 

 道路予定地管理収支  0 0 

６保全業務受託収入  439,440 458,245 

 保全業務費  439,440 458,245 

 保全業務収支  0 0 

７再開発住宅受託収入  8,512 7,828 

 再開発住宅費  8,512 7,828 

 再開発住宅収支  0 0 

８駐車場案内システム受託収入  0 25,853 

 駐車場案内システム費  0 25,853 

 駐車場案内システム収支  0 0 

受託事業収入合計  2,553,580 2,415,919 

管理受託事業費合計  2,548,645 2,408,439 

受託事業収支  4,934 7,479 

受取利息  4,035 2,185 

管理費  3,383 8,058 

収支差額  5,587 1,606 

（出典：決算額推移表（仙台市建設公社作成）から一部手直しをして作成） 

 

注 公社の決算書では雑収入に計上されている退去修繕料収入及び水道使用料収入は、市

営住宅事業にかかる受託事業収入に含めて表示した。 
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３ 準備金積立預金の取扱いについて 

準備金積立預金 2 億 5 千万円は、かつて仙台市からの受託事業に係わる受託料収入が、

期首に一括前払されていた当時の資金運用益や基本財産の運用益等の累積である。当該預

金は、建設公社における新規事業の開業資金として使用する目的で残高が維持されている

が、現在のところ具体的な計画はなく、今後、何らかの有効利用を検討する必要があると

思われる。 
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＜添付資料＞ 

資料１ 専門用語の説明 

番号 専門用語 

（五十音順） 

専  門  用  語  の  説  明 

１ 近傍同種の住宅の 

家賃 

民間賃貸住宅の家賃とほぼ同程度になるように算定されるもので

あり以下の算式で計算される。 

 (基礎価格×利回り＋償却額＋(修繕料＋管理事務費)＋損害保険

料＋公課＋空家等引当金)/12 

基礎価格： 

当該住宅の推定再建築費の額から経過年数に応じた減価額を除い

た額として国土交通省令で定める方法で算出した価格（複成価

格）及びその敷地の時価（固定資産税評価額） 

２ 減免 納入義務の一部又は全部を軽減又は免除すること 

３ 現年度徴収率 当該年度（現年）の調定額のうち当該年度内に収入済みとなった

金額の割合（現年度収入済額÷現年度調定額×100(％)） 

４ 高額所得者 住宅に引き続き５年以上入居しているもので、最近２年間引き続

き 39 万 7 千円を超える政令月収を有するもの 

５ 裁量階層 入居者又は同居者が以下に該当する場合 

① 身体障害者 

② 精神障害者 

③ 知的障害者 

④ 戦傷病者 

⑤ 原子爆弾被爆者 

⑥ 海外からの引揚者で、5年を経過していない者 

⑦ 入居者が 50 歳以上の者であり、かつ、同居者のいずれもが 50

歳以上または 18 歳未満の者(50 歳以上の単身者も該当) 

６ 収入済額 調定額（番号 12 参照）のうち納付済みとなった額 

７ 収入超過者 住宅に引き続き３年以上入居していて、かつ、20 万円(裁量階層

は 26 万 8 千円)を超える政令月収を有するもの 

８ 収入分位 総務庁の貯蓄動向調査において、全世帯を収入別に分布させたも

の。例えば、収入分位 25％といった場合には、全世帯を収入の低

い順に並べていって、全世帯の中で収入の低い方から４分の１

（25％）番目に該当する収入をいう。  

９ 収入未済額 調定額（番号 12 参照）のうち納付未了の額 

10 徴収率 調定額に対する収入済額の割合（収入済額÷調定額×100(％)） 

11 政令月収 公営住宅法施行令第１条第３項で規定されている収入。 

入居者及び同居者の所得税法に基づく所得金額の合計額から所定

の控除額を差引いた結果を１２で除した金額。 
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番号 専門用語 

（五十音順） 

専  門  用  語  の  説  明 

12 調定額 当該年度に徴収すべき市営住宅使用料 

13 引揚者世帯 海外からの引き揚げ者(終戦に伴って発生した事態に基づき、海外

から本邦に永住を目的として帰国する者で一定の要件のもと、厚

生省社会・援護局長が証明したもの)で、本邦に引き揚げてきた日

から起算して 5年を経過していない方 

14 不納欠損処分 時効完成により法的な債権が消滅し回収不能となった収入未済額

を翌年度へ繰越す調定額から差引く会計上の処理のこと 

15 本来入居者 政令月収が 20 万円以下の入居者、または、入居後その収入基準を

超えたが、入居期間が３年未満の入居者 

 




